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１.はじめに 

 

茅ヶ崎市社会教育委員の会議 議長 吉原 弘子 

 

これまでの社会教育委員の会議で調査・研究をし、教育委員会に答申と提言書をお渡ししてきました。 

まず、これまでの社会教育委員の会議における調査・研究の変遷について記述します。 

 

◇ 平成２６年度答申「地域の教育力の向上」に向けた「地域の教育資源」の一つとしての「人材育

成」について～大人の一人一人が「教育者」であるために～」 

◇ 平成２８年度提言「社会教育施設・社会教育関係団体の活性化に向けて ～地域の教育力を高め

るために～」 

◇ 平成２９年度答申「社会教育を効果的に実施するために公民館と他施設との連携」について～つ

なげよう広げよう地域の和～(改訂版) 

◇ 令和元年度提言「社会教育行政の振り返り～令和時代における充実・発展に向けて～ 」 

 

令和元年度は、令和３年度以降に施行予定であった新たな教育基本計画に対し、私たちの社会教育に関

する調査・研究が、より多く、また幅広く深く生かされることに期待し、令和２年３月に提言書を教育委

員会へお渡ししました。 

この後、今期の社会教育委員としての、調査・研究はと考えていた矢先に、新型コロナウイルス感染拡 

大～緊急事態宣言～新しい生活様式という状況となり、現在においても、社会教育をはじめとした教育

が、さまざまな制限を受け続けています。また、いつまで制限を受ける期間が継続されるか不透明です。

そのような状況の中、社会教育委員としてどのようなアプローチができるのか、調査研究を行うことにし

ました。 

新しい生活様式、また、新型コロナウイルス収束以降の私たちの生活はどのようになるのか見据えた調

査研究を行ったことや、新たな社会教育に込める思いなどをまとめました。 

新しい生活様式下で、思うような調査が出来ない中、委員の所属団体を中心にまとめて頂きました。ま

た、集まって会議がなかなか出来ず、意見を書面での提出という初めての経験に、少し抵抗がありまし

た。 

社会教育委員は、地域に根差している方、社会教育関係団体に所属している方、教育機関に所属して

いる方、学識経験者などで構成され、地域・社会教育関係団体・教育機関等における現状や課題等につ

いて、社会教育委員ならではの現場の声などを把握することができます。活動が思うようにいかない

中、委員の皆様は大変ご苦労をされたと思います。 

参考までに、社会の状況、他市町や国等の施策の状況等も合わせて資料を調査し、研究することもしま

した。 

今後の私たちの生活がどのように変化していき、その変化に順応できるのか多くの不安を抱えての調 

査研究となりましたが、新たな生活の糧にしてほしいと思います。 
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２．新しい生活様式について 

 

新型コロナウイルス感染症専門家会議からの提言を踏まえ、日常生活の中に取り入れて

いただきたい実践例として、国から示された資料が下記となります。 

また、令和２年度につきましては、茅ヶ崎市においても、新型コロナウイルス感染拡大防

止の観点から、従来の対面型の社会教育事業が開催できませんでしたが、新しい生活様式に

対応した学びの手段として、学びの動画を配信しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（厚生労働省 HPより） 
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３．調査内容及び結果について 

   

（１） 社会教育関係団体及び地域 

下記アイウについて、各委員にて、所属団体、関係団体及び地域にアンケート調査を実

施しました。内容及び結果は、別表（８～１１ページ）のとおりとなります。 

     ア 新しい生活様式下に関する現状の活動状況 

イ 活動に伴う課題への取組み状況 

     ウ 今後に向けた新たな取組み状況（オンライン活用など） 

 

（２） 社会教育施設及び社会教育事業 

  オンライン活用状況について（市内） 

   【調査内容】 

  市内の社会教育施設である公民館、青少年会館、類似施設である体験学習センターに 

関して、オンラインを活用した事業の開催状況について調査を行いました。 

【調査結果】 

    市教育委員会社会教育課が、令和２年４月の緊急事態宣言下、動画講座を配信するサ 

イト「動画で学ぼう！自宅で学ぼう！！」を立ち上げ、今まで培ってきた公民館等の講 

座を基にした動画講座などを「YouTube」を活用して配信しています。 

    また、このサイトは、教育委員会以外の市長部局における動画講座についても掲載が 

されていて、市全体における学びのポータルサイトとなっています。 

 

           「動画で学ぼう！自宅で学ぼう！！」サイト 

              

 

    令和２年度の下半期からは、動画配信に加え、公民館でオンラインビデオ会議システ 

ム（以下、「Ｚｏｏｍ」）を活用した講座が実施され始めました。 

    Ｚｏｏｍ自体を体験する講座や、今まで公民館講座として実施してきた講座のＺｏｏ 

ｍ版など、さまざまな事業が開催されました。 

 令和３年度からは、公民館各館で、Ｚｏｏｍを活用したオンライン講座が本格的に実 

施されました。また、Ｚｏｏｍを体験する事業については、初回に対面講座で基本操作 

を学び、２回目以降は、自宅等でＺｏｏｍを利用し学ぶという、対面とオンラインを組 

み合わせた講座も開催されました。 

 １０月以降からは、新型コロナウイルスの感染状況も落ち着いてきたことから、対面 

式講座も徐々に再開されました。対面講座の中では、講座参加者の復習教材として、配 

信中の動画講座の活用も実施されました。（布ぞうりづくりの対面講座にて動画講座「私 

の布ぞうりづくり」を案内） 

      さらにオンライン講座の内容をリアルタイムで公民館の会場のスクリーンにて上映
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し、オンラインと対面のどちらかを選択し受講できる事業も開催され、手法の多様化が

進んでいます。 

 

（動画講座事例） 

 ・私の布ぞうりづくり(公民館) 

   公民館で毎年開催されている人気講座を動画としました。不用になったＴシャツを

活用して布ぞうりを作ることにより、物の大切さに気づいてもらうことを目的として

います。 

  本動画は、再生回数３万５千回を超え、茅ヶ崎市が配信している動画の中で、１位

の再生回数となっています。 

（令和４年２月１日現在） 

・ママのやさしいベビーマッサージ(公民館) 

   子育て中の保護者向け動画で、講師が人形を用いてベビーマッサージを実演し、方

法や効果について教える内容となっています。本動画も再生回数が多く、１万５千回

を超えています。（令和４年２月１日現在） 

・えぼし麻呂体操(青少年会館) 

  新型コロナウイルス感染症の影響で子どもたちが運動不足であると考え、運動不足

解消を目的として、茅ヶ崎市のゆるキャラ「えぼし麻呂」と保育士がオリジナルの体

操を楽しく踊る動画となっています。 

青少年会館と茅ヶ崎市公立保育園が連携して作成し、振付や音楽も職員が担当して

います。 

    ・えぼしいわものがたり（体験学習センター） 

  茅ヶ崎のシンボル烏帽子岩について、その成り立ち、歴史、生物、漁業まで幅広く

学べる３部作の動画となっています。 

地元の漁船に協力してもらい、烏帽子岩付近での漁の様子を見せてもらったり、「姥

島生きもの館」というコーナーでは、烏帽子岩に生息するさまざまな貴重な生物を見

ることができたり、通常ではなかなか目にする事ができない充実した内容となってい

ます。 

 

（オンライン講座事例） 

・Ｚｏｏｍの使い方講座（公民館） 

    Ｚｏｏｍの使用方法などを体験することで、あまり馴染みがなかった高齢者の方で

も、その知識を一通り学ぶことができる内容です。 

    ・Ｒｅｌａｘ ままヨガ（公民館） 

      Ｚｏｏｍにより、毎日子育てに追われている忙しいお母さんにヨガにチャレンジし

ていただき、自宅でリラックスしてもらうという内容です。 

また、オンライン上にて、講師や子育て中の保護者同士の交流により、孤独な子育
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てから救うというねらいもあります。 

・子育てフリースペース【オンライン版】（公民館） 

  乳幼児を含む就園前のお子さんとその保護者、子育てに関心のある方など、幅広い

年齢層の方々に、Ｚｏｏｍを活用し集まってもらい、子育て中の悩みを共有します。 

  また、講座の中では、ボランティアによる本の読み聞かせや保育士による子どもと

の接し方、遊ばせ方についてのアドバイスなどが実施されています。 

・Ｚｏｏｍで秋の公民館子どもフェス（公民館） 

以前は多くの子どもたちが参加していた公民館まつりや子どもまつりが中止となり、

子どもが様々な体験をする機会が減少しています。 

公民館全館で連携し、オンライン上で公民館まつりのように様々な体験（理科実験・

生き物講座・クイズ大会等）ができる事業が開催されました。 

・夏休み子どもサークル体験（公民館） 

     子どもたちに、さまざまな公民館サークルの活動にオンライン上で参加してもらうと

いう内容です。 

子どもたちにとってさまざな体験の機会になると同時に、新型コロナウイルスの影響

により外に向けた活動が減少している公民館サークルの活躍の場の提供につながってい

ます。 

 

（オンライン講座成果） 

オンライン上の夏休み子どもサークル体験（前述）は、定員を大幅に上回る申し込み

があったとのことです。オンライン上であっても子どもの居場所やさまざまな体験をす

る場所として、一つの選択肢となる可能性があります。 

オンライン講座は、新型コロナウイルスや場所に影響されないため、自宅から気軽に

受講ができ大変有難いという受講者からの声や、施設から離れた住所の方の参加があっ

たとのことです。今後の新たな利用者獲得につながっていくと考えます。 

また、新型コロナウイルスの影響がある中、対面講座の実施が難しい状況下において

も、対面講座に近い双方向型の講座を継続的に実施できたことは、切れ目のない学びの

提供や居場所づくりの一助になったと考えます。 

結果として、物づくり、技術体験、ＩＣＴ、教養、運動、音楽などさまざまな種類の

オンライン講座が実施されました。（７１事業（令和４年２月１日現在）） 

 

（３） 学校教育 

 新型コロナウイルスまん延後の子ども（幼児・児童・生徒）の精神面の変化について 

学校関係者等にアンケート調査を実施しました。内容及び結果は、別表（１２・１３ペ

ージ）のとおりとなります。 
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（４） 国等の動向について 

文部科学省における第 10 期中央教育審議会生涯学習分科会では、令和元年度の茅ヶ崎

市社会教育委員の会議提言でも取り上げました「第９期答申（人口減少時代の新しい地域

づくりに向けた社会教育の振興方策について（答申））」を踏まえつつ、「人生 100年時代」、

「Society5.0」、「新型コロナウイルスの影響」、「防災」などの点を踏まえて、新しい時代

の生涯学習・社会教育についての基本的な方向性や推進方策の整理を行っています。その

概要版については、１４ページのとおりとなります。 



団体名 現状
コロナ禍における社会教育活動の取り

組み
課題

オンライン取り組み事例
団体活動のオンライン化に関する意見

「集会・対面による取り組み」と「オ
ンラインによる取り組み」の組み合わ

せについて

民生委員児童委員協議会

・令和２年度途中から定例会を通常頻
度で開催
・定例会を通常頻度で開催

・定例会開催時、ソーシャルディスタ
ンスを確保するため、広い会議室を利
用することにより、準備及び片付けに
時間を要し、会議時間が減少してい
る。
そのため、会員報告や質疑応答のみで
時間を使ってしまい、新規委員への研
修もできず、委員同士のコミュニケー
ションも図れない状況である。30分で
も会議が延長できれば良いと考えてい
る。

・YouTube動画を活用した研修が実施
された。

私立幼稚園協会

・令和２年度途中から定例会を通常頻
度で開催
・例年実施してきたイベント等は、ほ
ぼ開催できていない。
・定例会議等のオンライン活用による
開催については、課題があり難しい。

・衛生管理を徹底する。（教室内及び
手指の消毒・換気）
・通園バスの消毒
・職員及び児童の健康管理、発熱の記
録など。
・昼食時の机の配置（窓に向いて座
り、話はなしで食べる。）
・外遊び以外はマスク着用を義務付け
る。

・幼稚園によっては、オンライン会議
の設定ができていないところもあり、
全幼稚園が参加できる状況にない。
・保護者も参加する行事など、密を避
けるため、規模を縮小化、分散、時間
差など工夫をしているが、大人数をか
かえる幼稚園では難しかった。
・預かりは、１回目の緊急事態宣言の
時は、医療従事者の保護者のみと絞っ
たが、御意見等をいただいた。
・テレワークできる仕事ではないた
め、職員全員が分散勤務することは不
可能であった。

・令和２年度教職員資格更新の講習会
を当幼稚園協会にて、Zoomで開催して
おり、今後協会の研修に応用できるの
ではと検討中である。
・緊急事態宣言で休園した園の中に
は、YouTubeで幼稚園の歌や体操など
を限定公開で流した園もあったが、オ
ンラインで実施した園はない。
・Zoomが、確かに使用しやすいが、セ
キュリティ面での問題が多く、使用し
たくないという声も上がっており、オ
ンラインには否定的な園も多い。
・オンラインの取り組みは進んでいな
い。幼児教育の現場は、人と人との生
のやりとりや触れ合いを通した関係の
構築が基本であり、コロナ禍がもたら
した人との距離の隔たりをカバーする
のは、オンラインが全てではないと思
う。

調査結果一覧

調査期間　令和２年１２月～令和３年４月まで

8

別表



団体名 現状
コロナ禍における社会教育活動の取り

組み
課題

オンライン取り組み事例
団体活動のオンライン化に関する意見

「集会・対面による取り組み」と「オ
ンラインによる取り組み」の組み合わ

せについて

調査結果一覧

調査期間　令和２年１２月～令和３年４月まで

別表

ジュニアリーダーズクラブ

・令和２年度途中から定例会を通常頻
度で開催
・例年実施してきたイベント等は、ほ
ぼ開催できていない。

・消毒、手洗い、うがい、検温の実
施、マスク着用
・屋外での活動を中心とし、屋内では
換気しながらの活動
・レクリエーションゲームは、密を回
避したものに限定
・連絡は手紙（郵送）、電話等を駆使
し、接触を少なくしている。
・事業・イベントの縮小及び時間短縮

・LINEのやり取りでの報告となると、
長文で分かりにくくなること、話題提
供をしないと会話が続かないこと、参
加者全員の意見が反映しづらいこと、
などが挙げられる。
・ハード面では、テレビ電話のような
形式にすると、端末が対応していな
い、充電、通信料等の課題があった。
すべての会議をオンラインで済ますの
は不可能であることも分かった。
・事業及びイベントの中止、縮小及び
時間短縮により、本来の活動がなかな
かできない。
・後輩への伝承が上手くいかない。事
務的な引継ぎもおろそかになりがちで
ある。
・活動場所の確保

・中学生・高校生の団体であり、LINE
を活用したメッセージでのやり取りは
難なくできた。
・打ち合わせやちょっとした話し合い
などは、オンライン上でのやり取りを
今後も取り入れる。（移動時間や場所
の確保が不要となるため。）
・ハード面では、高校生はほぼ全員が
スマートフォンを持っているが、中学
生もおり、スマートフォンを持たない
会員への対応ができれば積極的に導入
可能である。

・総会、月１回の全体定例会など、重
要な話し合い、報告等については、従
来のとおり対面で取り組む方針であ
る。
・子ども会活動の延長線上にあるの
で、十分な対策を講じたうえで、集
会・対面の事業も実施する。
・ちょっとした打ち合わせ等で、高校
生以上を対象とするものについては、
今後もオンライン上でのやり取りをす
る予定である。

子ども会連絡協議会

・令和２年度途中から定例会を通常頻
度で開催
・例年実施してきたイベント等は、ほ
ぼ開催できていない。

・各単位子ども会毎に、密を避けなが
ら、工夫してイベントを実施してい
る。参加者の分散（時間指定等）、屋
外活動への転換

・市の予算不足もあり、子どもの実体
験の機会が減少している。
・成長期の子どもは、その時しか得ら
れない感動・経験があるので、機会を
確保したい。

・子どもの実体験の機会を創出するこ
とを目的としており、オンラインでは
困難である。
・HOW TOであれば、YouTube等での
配信も可能と考える。

子ども会連絡協議会（育成会）

・令和２年度途中から定例会を通常頻
度で開催
・例年実施してきたイベント等は、ほ
ぼ開催できていない。

・現在のところ、子ども会活動に関わ
る育成者の情報提供や互いの情報交換
などの機会をサポートすることを今後
も継続していく。

・団体会員内でのオンライン化の不得
手
・在宅でのオンライン会議は、会議に
集中しにくい。

・人数規模ではオンライン化は可能
（１０人未満）
・対面にこそ価値があるとの意見が多
数

PTA連絡協議会

・令和２年度途中から定例会を通常頻
度で開催
・例年実施してきたイベント等は、開
催できていない。
（本来ならばソフトバレー大会を開催
していたが、体育館の予約ができな
かったため、中止となった。）

・未開催 ・令和２年度の会議は、元々、令和元
年度より減らしていく予定だった。令
和３年度も同様に必要な回数の会議を
する予定で、今のところオンラインで
実施する予定はない。
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団体名 現状
コロナ禍における社会教育活動の取り

組み
課題

オンライン取り組み事例
団体活動のオンライン化に関する意見

「集会・対面による取り組み」と「オ
ンラインによる取り組み」の組み合わ

せについて

調査結果一覧

調査期間　令和２年１２月～令和３年４月まで

別表

青少年育成推進協議会

・推進協関連の事業が中止となってお
り、長年続けてきたイベント等が実施
できていない。

・次年度に引き継ぐため、何ができる
かなどを記録に残していけるよう提案
等を行う。

・新型コロナウイルスの影響や仕事が
忙しく、活動に時間を割くのが難しい
ケースがある。

小中学校の屋外での運動会の実施案に
新しい生活様式のヒントがあるのでは
と考えている。

青少年指導員連絡協議会

・令和２年度途中から定例会を通常頻
度で開催
・例年実施してきたイベント等は、ほ
ぼ開催できていない。

・定例会議などは、６月に三役でメー
ル等で連絡を取り合い、７月からの定
例会議の開催について相談し、臨時の
会合から今期の活動を開始した。
・総会等も書面評決となった。
・７月からの定例会議は、会議室２つ
を１つに合わせて、広い会場で換気を
行い、席も距離を空けて座り、実施し
ている。
・事業も市主催事業の全面中止を受け
て、大幅に計画を見直した。自主事業
は、日程変更のうえ対面しない方法で
実施することとした。全体の研修を各
自で行う研修としたり、大人数の講演
会を自主活動としたりした。

・全体で集合しての研修等が実施でき
ず、顔合わせができていない。
・学区（地域）などでの話し合いが、
公民館ロビーなどが使用できず場所が
ないため、メール等で行うことから、
上手く伝わらないときがある。

・当協議会は、人数も多く、各自の環
境などからオンライン化はできない。
会議等をオンライン化するには、各自
への費用負担（PCなどのツール購入対
応など）が発生する。

新型コロナウイルス収束後も現在と同
様の会合形式での集会や会議を実施す
る。

地域婦人団体連絡協議会

・例年実施してきたイベント等は、開
催できていない。

・会員に高齢者が多く、オンライン化
への対応が難しい。

社会教育関係団体（公民館利用団体
（楽器・コーラスグループ））

・広い野外会場（150坪に30～40名）
を利用し、数団体のコーラスグループ
が、野外コンサートを開催

・練習以外に会議等を実施したい。公
民館を利用したいが、利用時間が短く
なっている。
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団体名 現状
コロナ禍における社会教育活動の取り

組み
課題

オンライン取り組み事例
団体活動のオンライン化に関する意見

「集会・対面による取り組み」と「オ
ンラインによる取り組み」の組み合わ

せについて

調査結果一覧

調査期間　令和２年１２月～令和３年４月まで

別表

地域（自治会等①）

・各地域における集合会にて、具体的
な事業案が多くあったが、ほぼ実施で
きず一年が過ぎた。

・地域の子どもたちの安全について検
討する。地域内に数校の小学校があ
り、登下校の見守りが長期にわたり実
施されているが、各校の状況について
調査し、各校での統一事項について検
証する。

・マスクでの会議参加だと、伝わらな
い部分が多いと考える。

・オンライン化での会議等ができる方
ばかりではないため、途中で参加をや
めてしまうケースがある。
・オンラインだと、相手を尊重しつ
つ、自分の意見を述べる事が難しい。

・従来の対面型の方が良いと考える
が、今までどおりの進め方では問題が
あると考える。分科会に諮り、情報発
信し、多くの声を聞くことを心掛け
る。

地域（自治会等②）

・全員対象の評議員会開催ができない
ため、町内会別及び専門部別会議を開
催し、来期に向けての組織維持のた
め、副町内会長及び副部長の選任を実
施した。

・評議員から自治会会員への情報伝達
時、人との接触に関する御意見をいた
だいた。（回覧等による書面伝達及び
電話連絡の活用により訪問回数の削減
を実施）
・評議員への伝達について、電話連絡
網を作成し、利用確認を行うが、複数
の案件対応は困難であった。
・自治会活動は、コミュニケーション
が必須であるが、地域性（高齢化比率
が高い）から、オンライン会議等によ
る情報共有は困難と考られ、回覧・ポ
スター掲示を多用する運用にならざる
を得ない。

・今後、イベントの中止及び縮小によ
る経験値不足を補う意味もあり、経験
者の採用を実施する。
・マニュアル整備により従来の経験に
基づいた活動を経験に加え、マニュア
ルによる活動に置き換える。

地域（自治会等③）

・令和２年度途中から定例会を通常頻
度で開催
・例年実施してきたイベント等は、ほ
ぼ開催できていない。

・大勢でのイベント、会議等開催は、
リスクが高く、参加率が低下する。
・高齢者やＰＣを持っていない方を対
象に、オンライン化は難しい。特に高
齢者が多い地域は、課題である。
・オンライン化を実施できる時間帯や
場所が制限される。

未開催
・今後、回覧等に関して、感染リスク
を抑えるため、スマートフォンを持っ
ている方には、ＬＩＮＥ等の活用を検
討したい。
・コロナ禍でのイベント、会議開催等
に関するマニュアル（注意事項）等が
あったらやり易いと考える。

・集会、対面による取り組みに関して
は、最低限の人数で行い、その他関係
者はリモートでの出席（出来る方）と
する。
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団体名
新型コロナウイルス発生後の子ども
（幼児・児童・生徒）の精神面の変
化について

新しい生活様式を取り入れた学校生
活における子どもたちの戸惑いの声
などについて

集会できる場所等の減少による遊び
場や居場所等がないなどの相談につ
いて

コロナ禍における学校活動の工夫及
び取り組み

課題について その他

市内中学校

あまりないと感じたが、以下の点が
見受けれた。
・欠席がちだった生徒が、休校期間
が明けてから、より不登校傾向が強
まった。
・話してはいけないという意識が働
いたのか、マスクの影響か、生徒の
発言が減少した。

戸惑いの声はあり、以下の点が見受
けられた。
・行事や部活に制限が設けれ、例年
通りの活動（例：合唱祭の中止、修
学旅行の延期・中止、体育祭の種目
変更・時程の短縮、職場体験学習の
中止、小学生の中学校訪問の中止）
ができなくなったことによる戸惑い
の声があった。

そのような相談は、ほぼなかった。 ・密にならないよう人数・距離・時
間に気を付け、活動を計画し実施し
た。
（例）体育祭などで入場門から整列
して入場することを止め、競技場に
クラス毎に個別集合することによ
り、密になる場面を減少させた。
（例）校庭の中庭で、３年生が学年
合唱を行い、１・２年生は、校舎の
窓から聴いた。

■学校活動の課題
・制限が設けられる中、生徒に最大
限の教育的効果をもたらせられるよ
う活動すること。
■学習面の課題
・生徒同士のグループワークに制限
があることにより、思考力・判断
力・表現力の育成に影響が出る。
・かつての教師主導型の一斉教育の
手法を取らざるを得ない。
・知識編重学習とならないよう注意
する必要がある。

・コロナ禍による経済的な問題によ
り、中学校３年生が、進路を変更す
るケースが見られた。
（例）私立高校⇒公立高校、自宅か
ら遠い高校⇒近隣の高校

12

調査結果一覧（学校）

調査期間　令和２年１２月～令和３年４月まで

別表



団体名

私立幼稚園
協会

13

・新型コロナウイルスの影響により今まで当たり前にできたことができなくなった精神的な不安やストレスは、
子どもは勿論、保護者もまた感じており、そのひずみは色々な場面に出ている。
情緒不安定で噛み癖が出たり、トイレに何度も行くなど、身体的に現れる子も出てきている。また意味もなく子
どもを叱りつけてしまったと育児に悩みを持つ保護者も増えたように感じる。
・幼児教育の要であるスキンシップの取り方も、密を避けるソーシャルディスタンスにより、難しい課題となっ
ている。子どもが１人で積み木で遊んでいると、周りにいる子どもたちが集まってくることがあるが、保育者が
意図的に積み木を置く場所を分散すれば、指示しなくても心地よい距離感が保つことができ、環境を整えること
が重要である。
また空き部屋を活用したり、時間差で小グループに分けて活動をする幼稚園もあった。

コロナ禍における教育関係施設において、学術面に及ぼす影響及び課題について

・父親参観では、１日１クラスずつ２部屋を開放した教室で行い、保護者は１名までとした。参観の様子をオン
ラインで公開することを今後は考えている。
・今後は運動会などの行事等でオンライン化を検討中
・仕事や病気・妊娠中、または出産直後で、個人面談などが不可能な保護者とはオンラインで今後は行う。
・今後また緊急事態宣言が出るなどにより、休園を余儀なくされた場合は、オンラインで子どもたちとやりとり
をして、安否を確認しつつ製作活動などができるようにしたい。
・クラス懇談会は１クラスずつ、広いホールで実施した。
・誕生日会も保護者を招待していたが、感染予防のため園児のみで行った。

コロナ禍における「従来の集会・対面による取り組み」、「オンラインによる取り組み」の組み合わせについて

調査結果一覧（幼稚園） 別表
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４．課題及び方策について 

   

課題については、「３.調査内容及び結果について」の内容に基づき、課題部分であると考えた

事項について記載します。 

また、課題に対して考えられる方策をまとめました。 

 

（１） 社会教育関係団体・地域 

ア 会議等の環境について 

  【課題】 

   会議等の規模の縮小化（ソーシャルディスタンス確保・共用スペース制限の影響）に

ついて 

・ソーシャルディスタンス確保のため、広い会議室等を利用することにより、準備及

び片付けに時間を要してしまうことや、貸室時間の短縮等から利用可能な共用スペ

ース（公民館ロビーなど）が減少していることから、十分な会議時間を設けること

ができない状況です。 

・新規委員への研修について、仕事の引継ぎや技術の伝承のための十分な機会を設け

ることができない状況です。 

・大人数を抱える団体（幼稚園など）では、行事について、規模の縮小化、分散、時

間差などを工夫してもなお開催が難しい状況です。 

 

  【方策】 

     ・対面会議の開催について 

対面式の会議を重視する場合、１回あたりの会議参加者数が少なくなるよう日程や

時間を分けて開催するのも一つの方法です。 

      

    ・会議以外の形態による対応について 

    連絡事項の伝達がメインの会議であれば、会議という形態を取らずに、代替方法と 

して、例えば、メールやＳＮＳ等のチャットなどで対応可能な部分もあります。その 

ような手法を上手く活用しながら、団体内等のコミュニケーションを取ることも一つ 

の方法です。 

    

    ・技術等の伝承方法について 

    技術等の伝承のために、例えば手順が分かるフローチャートのようにしたマニュア

ルを作成します。また、マニュアル等の書面で伝わりにくい勘やコツ的な部分は、動

画にすることにより、より分かりやすく学んでもらえるようにします。また、動画は、

メディアにして、マニュアルとセットで新規委員などに配付します。 
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    ・会議の見直しについて 

      時間や場所への配慮、参加者の厳選などの会議設定や、会議自体が本当に必要かど

うかについて、この機会に見直すことにより、効果・効率を重視した会議設定に変更

したり、実りの少ない会議は省いたりします。 

 

        ・ソーシャルディスタンスを確保した会議の対応について 

      広い会場で、ソーシャルディスタンスを確保したうえで会議を実施する場合、距離

を空けたうえでマスクも装着しており、声が通りづらいことが多いため、マイクは必

須です。社会教育施設等は、利用者が貸室を利用する際に、不足がないよう配備をす

ることが必要です。 

 

   イ オンライン全般について 

  【課題】 

(ｱ) オンライン会議について 

・通信料等の費用負担の発生や個人のオンライン環境等を理由に、参加できない方も

いるため、すべての会議をオンライン化することが難しいです。 

・大人数の場合、オンライン会議では、実施してもコミュニケーションを取りにくい

です。 

・ＳＮＳやメールのみでやり取りを行う場合、意図する内容等が伝わらない場合があ

ります。 

 

(ｲ) オンライン環境の整備（ハード面）について 

・オンライン化を進めるにあたり、人によってＰＣやインターネット、スマートフォ

ン等の環境がなく、用意するのにも費用や知識が必要となります。 

・高齢者は、一般的に、オンライン化による対応が難しい方が多いと思われます。 

 

(ｳ) 地域活動のオンライン化への対応 

・地域を拠点とする活動の場合、対面で行うことが前提であり、オンラインによる代

替は限られます。 

※県域を超えるなど、移動負担が多い事業は、オンライン化により移動負担がなく

なるというメリットがありますが、地域活動では、そのようなメリットは少ない

と考えます。  

 

(ｴ)  オンライン対応不可の非接触による取り組み 

・非接触による取り組み（主にはオンライン）も試みられているものの、対応できる

もの（代替可能なもの）と対応できないものがあります。 

後者の「対応できない」場合も、インターネット環境の整備が進めば対応可能とい

うものと、たとえ環境整備が進んだとしても難しい、そもそも非接触型では不可能
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というものもあり、その辺りの整理が必要です。 

 

(ｵ)  オンラインでは不十分な点について 

・幼児教育では、人と人との生のやり取り等を通して、より良い関係の構築        

が基本であり、コロナ禍がもたらした人との距離の隔たりをカバーするのは、オ

ンラインが全てではないと考えます。 

 

  【方策】 

        ・社会教育施設へのオンラインツールの設置について 

公民館等の社会教育施設でネットワーク接続できる端末（ＰＣやタブレット等）を

置き、施設利用者に貸し出しを行うことにより、インターネットやオンライン会議の

利用ができるようにします。 

 

・オンライン化への支援について 

オンラインで必要な環境の準備やその使用方法等を相談できる場所、ソーシャルデ

ィスタンスを確保しながら講習を開く機会を設けて、簡単なマニュアルなども作成し

ます。 

 

・地域活動のオンライン化及びオンライン対応不可の非接触による取り組みについて 

地域の社会教育施設が、オンライン化の支援をすると同時に、地域を拠点とする活

動の場合、小規模でもいいので、できるだけ対面を維持することが重要であり、貸室

等の場所の提供を続けることが必要です。 

 

・Ｚｏｏｍのグループ分け機能の活用について 

      Ｚｏｏｍでは、グループ分け機能があり、少人数のグループに分散化して、会議を

行うことができます。この機能を活用することにより、より濃密なコミュニケーショ

ンを取ることが可能ですので、大人数の会議の場合は、この機能を活用のうえ開催し

ます。 

 

（２） 学校関係 

   ア 新型コロナウイルス発生後の子ども（幼児・児童・生徒）の精神面の変化について 

  【課題】 

   精神面等の変化について 

・欠席がちだった生徒が、休校期間が明けてから、より不登校傾向が強まったという

ケースがありました。 

・話してはいけないという意識が働いたのか、マスクの影響か、生徒の発言が減少し

ました。 
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  【方策】 

    ・子どもたちの見守り 

大人が、常に公平な目で子どもたちを見て、子どもたちの話をよく聴き、体調につ

いて尋ねるなどすることにより、子どもたちの言葉の中に何か隠れていないか気づく

ことが重要です。 

また、無理に解決に導こうとはせず、子どもたち一人一人に合わせて心に寄り添う

ようにします。 

 

    ・地域連携について 

地域の施設利用についても施設職員と現在の感染レベルと、そのレベルで行うこと

ができる活動をよく確認して、その中で効果のある利用方法を選び、学校と地域施設

との連携を図ります。 

 

  ・保護者へのサポートについて 

    保護者が精神的に安定していれば、子どももより安定するので、保護者が孤立しな

いよう、子育て支援の充実が大切です。 

社会教育は、家庭教育支援という形で、オンラインなども活用しながら、子育てに

関する学習や保護者同士の交流の機会を提供します。 

 

   イ 学校活動の課題について 

  【課題】 

新しい生活様式下における学校活動への影響について 

・制限が設けられるため、生徒に最大限の教育的効果をもたらせられるよう、学校活

動を工夫する必要があります。 

 

  【方策】 

・新しい生活様式下の教育について 

県や市のガイドラインの範囲内で効果的な教育活動を行い、現在の感染レベルで行

うことができる活動をよく確認し、可能な活動を実施します。 

また、オンラインは、その使用が目的にならないように、必要な場面で活用するこ

とが望ましく、同時に、発信者の満足に終わらせないよう、スキルアップが必要で

す。 

 

   ウ 学習面の課題について 

  【課題】 

 新しい生活様式下における学習面への影響ついて 

・生徒同士のグループワークに制限があることにより、思考力・判断力・表現力の育成

に影響が出ます。 
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・かつての教師主導型の一斉教育の手法を取らざるを得ないため、知識編重学習とな

る可能性があります。 

 

  【方策】 

・一本通行ではない学習方法（グループワークの工夫等）について 

グループワークの構成を発言より文書表現を重視したものに切り替えるなど、工夫

して、一方通行ではない学習を行います。 

      また、市内の学校では、ＧＩＧＡスクール構想により、タブレット端末が生徒に配

付がされています。 

例えば、Ｚｏｏｍは、グループに分かれて、話し合うこともできますので、濃密に

コミュニケーションが取れるグループワークをすることが可能です。 

公民館では、Ｚｏｏｍを活用した講座を数多く実施しており、ノウハウも蓄積され

てきているかと思いますので、公民館が主導し、学校・地域と連携した社会教育事業

を実施します。 

コロナ禍の中、地域の伝統行事なども中止されることが多くなっています。児童・

生徒が、地域の伝統行事について学習できる事業などは、特に必要です。 

 

・タブレット端末の活用について 

  タブレット端末を学校の授業以外でも使用できるようにし、地域の社会教育関係団

体の事業等とも連携ができるようになれば、各団体においては、活動の幅が広がりま

すし、生徒についても、地域との連携を図りながら、学習の幅を広げることができま

す。 

 

・オンライン環境の提供について 

  インターネット回線の環境がない子どもたちに教育格差が生じないよう、社会教育

施設などで、オンライン環境を整え、社会教育施設にて、オンライン学習ができるよ

うにします。 

 
（３） 茅ヶ崎市の社会教育施設及び事業 

ア 事業について 

  【課題】 

(ｱ) オンライン講座開催について 

・Ｚｏｏｍを活用した講座の場合、ＰＣ等の画面にて講座を視聴しながら参加する形

となり、視覚・聴覚に限られるため、講座によっては、向き不向きがあります。 

その反面、対面式講座とは違うさまざまな可能性があるので、どのような講座が向

いてるか、また、どのような工夫を行えば効果的な事業ができるかなど、検討が必

要です。 

・新しい事業形態となりますので、職員の技術等の修得が新たに必要となります。 
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（ｲ）動画講座について 

・動画講座については、市民の方が、視聴することにより、いつでもどこでも学ぶこ

とは可能です。 

しかしながら、感想や意見等を確認しにくい、視聴者とのやり取りがしにくいとい

う面があり、一方的となる傾向が強いです。一定の双方向性をもたらすことができ

るかが課題です。 

      ・動画講座については、配信し続けている間に、情報が古くなるなど、効果が減少す 

る可能性があります。 

 

  【方策】 

    ・情報の取得について 

       事業内容をより良いものにしていくために、事業の考察に加え、常に社会で発信さ

れている情報（課題）等にアンテナを張り、キャッチすることが重要です。 

 

・ハイブリッド型（オンラインと対面式）での実施 

事業を実施する際、オンラインで可能な人はオンラインで、オンライン対応不可の

人は対面でというように、ハイブリッド型も対応できるようにします。 

 

・オンライン以外の体験学習事業について 

現在中止を余儀なくされている対面による体験学習等の取組に関するノウハウが継

承されないことがないよう、新型コロナウイルス収束後を見据え、ノウハウのマニュ

アル化などの対応が必要です。 

 

・事業報告書の作成（ＰＤＣＡ） 

オンライン講座開催後には、参加者からの意見を聞き取ったうえで、実施して良か

った点や工夫できた点など、様々な点において検証し、報告書を作成します。報告書

の検証結果は、社会教育関係部署で共有し、次の事業企画時等に反映させていきます。 

また、報告書については、統一書式で作成すると、見やすくなります。 

 

・オンライン講座に関する職員研修の実施 

         オンライン講座開催のための具体的なＺｏｏｍの操作方法や動画編集の方法など、

スキルアップ研修を繰り返し実施し、その際には、オンラインならではの利点や工夫

事例、上記ＰＤＣＡの検証結果などで得た考え方等についても共有します。 

 

・動画講座に関する定期的な内容のメンテナンス 

      動画講座については、定期的に内容をメンテナンスし、情報等が古くなっていない

か確認を行い、動画作成時に、時限的な内容や変化が予想される内容が含まれる場合
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には、予めチェックしておきます。 

  ・動画講座の感想や意見等について 

    動画講座について、例えばホームページ上のアンケートフォームなど、オンライン

を活用して、アンケートを実施し、視聴者の感想や意見等について確認します。 

 

イ 施設について 

  【課題】 

(ｱ) 学習成果の発表の場について 

・コロナ禍においては、公民館で実施されていた「公民館まつり」や「音楽祭」など

は、全て中止となりました。利用者にとっては、学習成果の発表の場が減少してお

り、モチベーションや学びへの意欲の低下が懸念されます。 

 

(ｲ)  子どもの居場所について 

・社会教育施設では、ロビーなどの共用スペースは、地域の子どもたちにとって、

放課後などの貴重な居場所の一つとなっていました。しかしながら、新型コロナ

ウイルスの影響により、令和２年４月４日～６月１７日までの休館を経ての開館

後についても、ロビーなどの共用スペースについては、感染拡大防止の観点から

使用不可（６月１日～２月１日時点）となっており、社会教育施設における子ど

もの居場所が減少しています。 

 

(ｳ)  学習の場について 

・社会教育施設のロビーなどの共用スペースを活用して学習をしている子どもたち

もいましたが、上記(ｲ)と同様に、ロビーなどの共用スペースなどの閉鎖に伴い、

社会教育施設における学習の場が減少しています。 

 

（ｴ） 利用者サークルについて 

・新型コロナウイルスの影響による活動自粛により、利用者サークルが解散するな

ど、社会教育活動の停滞につながっています。 

 

  【方策】 

    ・子どもたちの居場所 

      子どもたちが、精神的に安心できる環境づくりが大切です。新しい生活様式下にお

いても、屋外を活用するなどして、子どもが遊べる共有スペースを確保するなど、工

夫して居場所を創出します。また、新型コロナウイルス収束後の制限緩和を見据え、

ロビーなどの共有スペース等を含め、子どもにとって安心できる環境づくりについて

検討をします。 
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    ・オンラインでの発表の場 

      オンライン及び動画による発表の場を設けることで、一定の発表の場の提供となる

と思われます。オンラインでの発表の手法について、特に動画などでは、距離や時間

の制約がなく、いつでもどこでも視聴することができると思われ、オンラインならで

はのメリットもあります。 

      このオンラインによる発表については、社会教育施設側から、利用者サークルなど

に呼びかけ、発表してもらうことで、利用者サークル等の一定のモチベーションアッ

プにつながります。 

      新型コロナウイルス収束後に、「公民館まつり」や「音楽祭」などが復活した際には、

オンラインならではのメリットを生かし、各利用者サークルの発表について動画に収

め、現場に来られなかった方でも視聴することができるよう配信をします。 

      なお、動画配信する際に、個人情報保護等への配慮が必要な場合には、YouTube限定

公開とし、関係者のみ視聴できるようにします。 

 

    ・展示での発表 

      社会教育施設は、開館しているので、館内における展示による発表であれば、人が

密集することなどがなく、新しい生活様式に対応した形で発表ができます。 

 

    ・事業による子どもの学習の場の創出 

子ども向けや親子で参加できる事業について、オンラインや可能であれば感染対策

を講じたうえで、対面式で実施することにより、学習の場を創出します。 

子どもたちに公民館等の社会教育施設が、魅力的な学習の場であることを認識して

もらい、新型コロナウイルス収束以降の利用につなげます。 

 

    ・動画作成環境の整備 

動画編集機能を有したＰＣ等を設置し、施設利用者が活用し、動画を作成から配信

までできる環境を整え、サポートします。 

 
（４） その他 

 第 10 期中央教育審議会生涯学習分科会における議論整理に係る課題 

  【課題】 

(ｱ) Society 5.0 に向けたこれからの生涯学習・社会教育 

・時間的・空間的な制約を超えた学びなど、新しい技術を活用した様々な学びの在り

方が可能になり、新しい技術を活用した学びの利点を最大限生かし、取組を更に充

実・発展していくことが求められています。 

・ＩＣＴ機器を利用できる者とできない者の格差（デジタル・ディバイド）の解消は、

住民の安全や命を守ることにもつながります。 

 



Ｒ４年１月委員確認用 
 

23 
 

(ｲ) 人生１００年時代と生涯学習・社会教育 

・必要な時に必要な学びを通じ成長し、心身の健康を保持しながら活動できることが

求められ、職場や職種の転換を経験する機会も増える可能性が高まるため、必要な

資質・能力等を更新できる学びの場が重要です。 

 

  【方策】 

・Society5.0に伴うＩＣＴ学習について 

Society5.0という方向性が政府から出されており、今後、ＩＣＴ技術、ＡＩなども

一層発展することが考えられることから、デジタル・ディバイド解消のためにも、Ｉ

ＣＴ学習は不可欠です。 

また、この点については、公民館等のみならず、関連する企業等との連携も必要か

もしれません。 

 

・社会教育施設のオンライン環境整備 

   社会教育施設に、オンライン端末等を整備し、オンライン端末を有していない市民

の方が、情報に取り残されないことのないよう、気軽に利用できる環境を整えます。 

 

・人生１００年時代を見据えた学びの場の整備について 

地域の多様な人材について、ネットワークを構築し、学びのニーズに対して、地域

の方が講師となり、学ぶことができる環境を整えます。 

 

  ・ＧＩＧＡスクールとの連携について 

      小中学校で配付されたタブレット端末について、学校だけではなく、自宅でも使用

が可能となった場合には、社会教育側は、積極的に連携するように動くようにしま

す。 

      また、動画については、学校の授業の教材として活用できる内容を作成するように

します。 
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５．今後への提案について 

   

今後への提案については、「３調査内容及び結果について」、「４.課題及び方策について」、

を総括し、今後の社会教育行政に向けた提案について記載します。 

 

（１） 社会教育関係団体・地域 

・オンライン会議は、移動の負担がなくなるなどのメリットがあることから、参加

者が会場と距離が離れていて、オンライン会議としても十分な効果が得られる場

合等は、参加者の負担軽減につながるので、積極的にオンライン会議にて開催す

ることが望ましいと思います。 

しかしながら、会議開催にあたっては、オンラインで全てが代替できるわけでは

なく、オンラインでは対応が困難であったり、十分なメリットがなかったりする

場合もあると思います。 

例えば、地域活動などは移動負担も少なく、対面での活動が前提であると思われ

ることから、感染拡大状況を見ながら、ソーシャルディスタンスの確保等、十分

な感染対策を講じたうえで、基本は対面式での実施が望ましいです。 

地域の利用等に備えて、社会教育施設等は、ソーシャルディスタンスを確保して

も円滑に利用できるよう環境整備することが必要です。 

 新型コロナウイルス収束後は、オンライン開催にメリットがある場合に積極的に

オンラインを取り入れるなど、メリットや状況に応じて対面式とオンラインを使

い分けることが望ましいです。 

 また、この機会に、会議自体が本当に必要かどうかの検証も必要で、実りの少な

い会議は思い切って省き、効率化を図ることも重要です。 

・社会教育関係団体の引継ぎや技術の継承等については、動画などを活用したマニ

ュアルの充実化が効果的と考えられます。また、マニュアルは、現状だけではな

く、新型コロナウイルス収束後も活用ができ、会員同士の引継ぎ等にかかる負担

を軽減させる効果があると思いますので、今のうちに作成を進めることが望まし

いです。 

・新型コロナウイルス収束後についても、加速する社会のＩＣＴ化への対応や、新

たな感染症等の発生などへの備えのため、オンライン環境の整備と技術を身に付

けておくことは重要です。 

 
（２） 学校関係 

    ・ＧＩＧＡスクール構想の本格的な導入もあり、教育を提供する側のＩＣＴ技術の

向上、ＩＣＴ技術を活用した社会教育、地域、社会教育関係団体との連携という

新たなつながり方・学習方法の推進が重要です。 
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    ・新型コロナウイルスにより色々な制限がある中で、教育を実施するうえでは、子

どもたちの身体面・精神面の変化をキャッチできるよう十分に寄り添うことが重

要です。 

    ・保護者の精神的な安定が、子どもの安定につながると思いますので、社会教育側

は、保護者の家庭教育支援となる事業を継続して展開し、子育てに関する学習及

び保護者同士の交流の機会を提供することが望ましいです。また、その情報が保

護者に届くよう積極的に周知を図ることも重要です。 

 

（３） 茅ヶ崎市の社会教育施設及び事業 

・事業開催においては、常に社会及び地域に目を向け、耳を傾け、課題となってい

ることをキャッチし、真に必要と思われる課題を的確に選択し、課題解決につな

がる効果的な講座を実施することが重要です。 

 実施した講座は、必ず検証し、次に活かすことが出来ることや改善点等について

まとめ、統一書式による報告書を作成し、ノウハウなど、マニュアル化できる部

分はマニュアル化しておくことが望ましいです。 

そして、それらを社会教育関係職員間で共有すれば、組織単位で改善がされてい

き、それを継続することにより、より質の高い効果的な社会教育の提供につなが

ると思います。 

・オンライン講座については、新しいチャンレンジとなり、技術的に浸透していな

い部分もあるかと思いますので、ＩＣＴ化への支援として、公民館等の社会教育

施設で、施設利用者が利用できる端末等を設置し、オンライン端末を有していな

い市民の方等が気軽にインターネットやオンライン会議を利用できる環境整備

をすることが重要です。 

・発表の動画化や密にならない形での館内展示など、社会教育に関する発表の場の

提供は、社会教育関係団体・公民館利用者サークル等のモチベーションアップに

つながりますので、継続することが重要です。また、新型コロナウイルス収束後

には、より充実したものとなるよう対面による発表の場の提供に加え、新しい生

活様式下で培ったオンラインによる発表方法のノウハウも活かすことが望まし

いです。 

・新型コロナウイルスの影響により、子どもたちの居場所が減っている中、社会教

育施設は、感染状況に応じて、臨機応変に対応しながら、オンライン講座上で交

流する機会を提供したり、密にならない形で貸室を行ったり、屋外を活用するな

ど、可能な限り居場所の提供を継続することが望ましいです。 

また、その際には、新型コロナウイルス収束後の施設利用、対面式講座や発表の

場への参加、につながるよう社会教育施設等の魅力を積極的に伝えることが重要

です。 
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・子どもたちの成長には、オンライン講座だけでは担うことができない様々な実体

験や人と人との生のやり取り等が必要です。現在開催が難しい対面による体験学

習事業について、新型コロナウイルスが長期化し、その間の職員異動等によりノ

ウハウが途切れてしまわないよう、マニュアルを整えておくことが望ましいです。 

 

（４） その他 

・ＩＣＴ化の進展により、防災情報などの様々な情報を自ら得ることができるかど

うかが、命を守ることに直結するため、市民の方が情報を取り逃すことがないよ

うデジタルディバイドの解消に努めることは重要です。 

地域の拠点である社会教育施設が、身近な地域で学べるようオンライン初心者向

け講座を継続的に実施していくことが必要です。 

    ・新しい技術を活用した学びの手法の一つであるＧＩＧＡスクールについて、社会

教育側から積極的に連携を図り、その取組が更に充実・発展するよう努めること

が重要です。  
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６.おわりに 

 
茅ヶ崎市社会教育委員の会議 副議長 荒川 融 

 
令和２年４月から幾度の緊急事態宣言、まん延防止重要措置など、新型コロナウイルス感染

症の拡大により、３密の回避、外出自粛などさまざまな制限が設けられてきました。それに伴

い教育についても多くの影響を受け、大きな変革を求められてきました。また、新型コロナウ

イルスの収束が見えない中、茅ヶ崎市の社会教育は手探りでさまざまな工夫を凝らし、オンラ

インによる社会教育講座について、新たな活動として積み重ねているところです。 
このような社会状況の中で私たち社会教育委員は、茅ヶ崎市教育委員会より、「新しい生活

様式における社会教育の可能性と未来について」という事案をいただき、答申をまとめること

になりました。 
委員それぞれの立場での意見や取材活動などを通じて調査研究はまとめられ、その主なテー

マとしては、 
・オンライン化を含めた社会教育関係団体・地域の会議などの環境について 
・新型コロナウイルス発生後の子ども（幼児・児童・生徒）の精神面の変化について 
・社会教育施設と事業に関して、子どもの居場所の減少と学習機会と学習成果発表の場 
の減少が見られることについて 

など、答申本文に見られるとおりです。 
これらの事柄について、私たち社会教育委員の会議で検討した課題に対する方策等として、 
・社会のＩＣＴ化等対策としてのオンライン環境の整備及び技術の重要性 
・大人が子どもたちの言葉に何か隠れていないか気づくことの重要性 

・オンラインによる子ども居場所の提供の有益性 
などを提案しました。 
今後も、新型コロナウイルスの影響を受けながらの社会教育の推進が続くと思われますが、

新しい生活様式下においても、学びを提供し続けるという社会教育の役割は大きいと考えられ

ます。 
また同時に、今はオンラインの活用など変化が求められる時期だと考えます。 
会議について、距離や時間を超えて対応ができるオンラインには、多くのメリットがありま 

すが、熟議が必要な会議については成立させることが難しいと考えます。 
講座について、オンラインの場合は画面越しのため、視覚聴覚に限られ五感で学ぶことがで

きないため、体験学習という意味では効果が劣ると思われます。また、Ｚｏｏｍにより参加者

同士の交流は可能ですが、オンラインだけでは全てをカバーできず、人と人との距離を縮める

には、改めて生のふれあいの重要性を感じました。 
茅ヶ崎市の社会教育では、すでにオンラインによる新たな取り組みを進めており、ある程度 

定着したところですが、新型コロナウイルス収束後は、人と人との生のふれあいがある体験学

習とオンライン講座のそれぞれのメリットを活かした併用が望ましいと考えます。 
 また同時に、事業を実施するだけではなく、茅ヶ崎の社会教育について積極的に周知する取

り組みも継続的に進めることも必要だと考えます。 
新型コロナウイルスが収束し、新しい生活様式等の制限がない日が一日も早く来ることを祈

りつつ、本答申が社会教育のさらなる発展の一助となることを願い、締めとさせていただきま

す。 
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